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厚生委員会で質問に立つ加藤まさゆき

　都議会公明党は、猪瀬新知事に来年度の予算要
望を提出しました。これらの要望に対し、猪瀬知事は
「しっかり要望を受け止め、検討する」と応じました。
　主な予算要望の内容は下記の通り

①被災地応援ツアーの継続
②創業や業種転換の際の税制優遇
③木密地域の建て替えや不燃化の促進
④帰宅困難者の一時滞在施設の拡充
⑤省エネ促進で地中熱等利用拡大支援
⑥医療・介護連携型サービス付高齢者住宅の整備
⑦仮称・いじめ防止条例の制定　など

　地域防災計画の修正案について会
派を代表して意見表明を行いました。
同計画案では、都議会公明党の提案が
各所に盛り込まれています。特に、白鬚
東地区にある貯水槽の位置付けが給水
拠点として復活したことにより、地域の
防災力が一層高まることになりました。

　国内の地域冷暖房システムでは初めて地中熱利用をおこない、
蓄熱槽、高効率熱源機等の導入で国内トップクラスの省エネを実現
した東京スカイツリー地区の冷暖房システムを視察しました。
　同地区では、雨水利用や屋上緑化などもおこない、災害時には水
蓄熱槽の7000トンの水を、被災者の生活用水として提供します。
　今後、他地区においても再開発に合わせて地中熱利用が進むよ
う、取り組んでまいります。

12月20日 来 年 度 予 算 要 望

ご意見、ご要望を
お寄せください。
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東京都議会議員加藤まさゆき 都議会公明党 検 索

下水道局
　震災対策としての水再生センター間のバックアップ機能の確保
と、下水道管の老朽化対策について質問したのに対し、都は①芝浦
水再生センターと森ヶ崎水再生センター間で、汚泥に加え汚水など
も送る連絡管の整備に向け設計中②下水道管の再構築について
は、平成23度末までに、都心四処理区の約25％相当の再構築を完
了。墨田区では、約1200ヘクタールのうち約28％、約330ヘクタール
が完了したと答えました。

水道局
　安全でおいしい水への取り組みと給水拠点の施設改造について
質疑し、都は、①安全でおいしい水の供給を目的として、利根川水系
の高度浄水施設を来年度末までに完成させる。②震災時の断水に
備え、自助、共助による円滑な応急給水ができるよう、施設の改造や
訓練を積極的に実施し、PRも幅広く展開することを表明しました。

都市整備局
　北新宿地区の都施工再開発に関して質疑。都は、再開発ビルの
耐震対策や防災広場の整備などで木密地域の解消と防災性が向
上したと答えました。

病院経営本部
　都立病院のがん対策について質問。都は、駒込病院での「集学的
治療」（各分野の専門医が協力して患者の治療に当たる治療方針）
の取り組み状況と、緩和ケア医療の充実に努めている内容について
説明を行いました。また、23年4月に「東京都認定がん診療病院」と
なった墨東病院の認定経緯について答弁がありました。

①都立病院の救急医療や周産期医療の強化内容
②医師や看護師の確保・育成対策
③先進医療への対応
④墨東病院の機能強化　など

①東京ERにおいて来院時のトリアージ機能の強化や、NICU
　の増床を行って対応しました。
②医師定数は3年間で14.8％増加。付随業務の負担軽減のた
　め医療クラークを導入。看護師も院内保育室の24時間
　保育の導入や育児短時間勤務制度の導入などを行い
　15.1％増加しました。
③がんなどに対する先進医療を導入し保険適用も行いま
　した。
④診療棟を改修し、新型インフルエンザ等の新たな感染症に
　対応するため感染症外来を設置し、空調が調整可能な感
　染症対応病棟を整備。ERでは、救命救急特定集中治療病
　床などを新設・増設します。

猪瀬都知事に要望書を提出（都庁舎）
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11月8・20日 厚 生 委 員 会 で 事 務 事 業 質 疑

厚生委員会／公営企業会計決算特別委員会など

10月22・24・26日／11月21日 公 営 企 業 会 計 決 算 特 別 委 員 会

所属委員会で積極的な質疑応答所属委員会で積極的な質疑応答

第２次都立病院改革実行プログラムの取り組みなど質問第２次都立病院改革実行プログラムの取り組みなど質問

運転状況を示すモニター

地下に埋設された採放熱用のチューブ

23年度の公営企業会計決算について質疑し意見開陳を行いました23年度の公営企業会計決算について質疑し意見開陳を行いました
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都議会公明党 www.kato-masayuki.jp/

猪瀬新知事に来年度予算要望を提出猪瀬新知事に来年度予算要望を提出

担当者から冷暖房システムの説明を受ける都議ら

11月19・30日

地域防災計画修正で意見表明
白鬚東の給水拠点復活が決定！
地域防災計画修正で意見表明
白鬚東の給水拠点復活が決定！

加藤リポートでは、本会議や委員会での質疑応答や調査・視察など、
加藤まさゆきのホットな話題を紹介します。
加藤リポートでは、本会議や委員会での質疑応答や調査・視察など、
加藤まさゆきのホットな話題を紹介します。加藤リポート加藤リポート すぐ現場、すぐ行動！ 加藤が動く！！ーーKATO REPORT

11月16日 地 域 冷 暖 房 シ ス テ ム を 視 察

地中熱を利用した地域冷暖房システム
を視察（東京スカイツリー地区）
地中熱を利用した地域冷暖房システム
を視察（東京スカイツリー地区）

すぐすぐ

すぐすぐ
現場！

行動！
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「応援ツアー」の来年度継続を検討
風評被害に苦しむ福島県の観光

産業を支援するため、都は「被災地
応援ツアー」で今年度は宿泊4万
泊、日帰り1万5000人分の旅費を助
成。さらに来年度の継続に向け、さ
まざまな観点から検討を行います。

防災意識の向上などをめざす「防災
教育」の推進に向けて都は、今年度に
実施した、教員らによる被災地訪問や
高校生同士の交流を今後も継続する
とともに、防災教育発表会などで成果
や事例を紹介し、充実を図ります。

スポーツ事業の充実で子どもたちに力を
被災地と都内の子どもたち同士

のスポーツ交流や、被災地にトップ
アスリートを派遣するなどの支援
事業が被災地の子どもたちに生き
る力と勇気を与えています。このた
め都は、今後も同事業の充実に取
り組みます。

安否確認手段の確保で一斉帰宅の抑制へ
帰宅困難者対策として都は、災害時の一斉帰宅を抑えるため、

通信規制の影響を受けにくい特設公衆電話を、都立施設を活用
した一時滞在施設に整備し、通信事業者による対策と合わせて
安否確認手段の確保を図ります。

教員の現地訪問など防災教育の推進図る

都市型集中豪雨対策で都は、時間
50㍉の降雨への対応だった河川整
備の水準を、区部では75㍉、多摩で
は65㍉に引き上げました。また、複数
の地下調節池を連結する広域調整池
の整備なども今後推進する考えを示
しました。

民間事業者の一時滞在施設に特段の支援
一時滞在施設の確保で民間事業者の協力を得るため、都は補

助や税減免などの多面的な支援を行うほか、事業者から要望の
強い、発災時の損害賠償責任が一時滞在施設の管理者に及ばな
い制度の創設を国に要請します。

創業・業種転換支援で税制面の優遇を提案
都議会公明党は都内の産業振興に向け、創業者への支援策

や、成長分野に事業転換する中小企業の設備投資を促進させる
方策として、税制面での優遇を主張。都側は「貴重な提案として
受け止める」と答えました。

中 小 企 業 支 援 に全力 !に全力 ! の拡充を !の拡充を ! に終止符を !に終止符を ! の推進 !の推進 !

被 災 地 支 援 の充実を!の充実を! を推進 !を推進 ! の推進 !の推進 ! に全力 !に全力 !防 災 対 策

医療・介護サービス付き住宅の整備促進
高齢者が地域で安心して暮らすために都

が進めている「医療と介護のサービス付き住
宅」のモデル事業が、これまでに9件選定さ
れ、6件が開設しています。都は今後、事業を
検証し、整備促進策を検討していきます。

床での転倒事故防止へ早急な対策を実施
高齢者などが平らな場所で転倒する事故が問題となっているこ

とから、国は今年7月、バリアフリーのガイドラインを改訂し、項目
に「床の滑り」を追加しました。これを受け、都は今年度、事業者な
どに改訂内容を改めて周知するとともに、福祉のまちづくり条例
の「施設整備マニュアル」を来年度の早期に改訂する予定です。

相談体制を充実し関係者間の連携も強化

駐車区画の適正利用で取り組みを強化
障がい者用駐車区画の適正利用で

都は、効果的な対策事例を盛り込んだ
施設管理者向けガイドラインの策定を
検討するほか、都立施設で率先して対
策を実施するよう関係部局に働き掛け
ます。併せて、来年の全国障害者ス
ポーツ大会などを活用して適正利用の
普及啓発を図ります。

経常費補助などの継続的な拡充に努める
都内高校生の6割、幼稚園児の9割が通う私立学

校は、東京の公教育に大きな役割を果たしていま
す。都は、学校運営に対する支援の柱となる経常費
補助を中心に、耐震化への助成なども含めて引き続
き私学振興に努めます。

高校生の留学に新たな補助制度の構築へ
世界で活躍する人材の育成を図るため、都は、私

立高校生の長期留学を促す取り組みとして、より効
果が高いとされる概ね3カ月以上の留学に対し、期
間に応じた補助制度を設けるなど、効果的な支援制
度を構築します。

「防止条例」制定と有識者会議設置を提案
都議会公明党は、「仮称・いじめ防止条例」

の制定と、そのための有識者会議の設置を提
案。これに対し都は、都教委が立ち上げた専
門家会議の検討結果に基づき、総合的な、い
じめ防止対策を実施する考えを示しました。

都は今後、国の動向も注視しながら、スクールカウンセラーを
学校に配置し、教育相談を充実させます。また、福祉や医療など
との連携をさらに進め、学校内外の関係者が一体となって、いじ
め問題に取り組むよう徹底します。

私 学 振 興 い じ め 問 題

高齢者・障がい者支援

職業紹介に民間の就職支援会社を活用
国のハローワークによる職業紹介では、29

歳以下のヤングの就職率が2011年度で55％
にとどまっています。このため都は、民間の就
職支援会社をより効果的に活用し、若年者の
就業支援をきめ細かく展開します。

職業訓練への誘導と受け入れ先の拡充を
職業訓練を通じて、ものづくり現場への若

者の就職を促すため、都は学校と連携して
「高校生向け実習講座」などに取り組むほ
か、修了生を受け入れる各種業界の協力も
得ながら、若者を職業訓練に結び付けてい
きます。

若 年 者 雇 用

地中熱や地域冷暖房などの導入を推進
都は2010年から、地中熱などの未利用エネルギーや地域冷暖

房の導入検討を大規模開発に義務付ける制度を施行し、今年３
月までに45件の計画提出がありました。都は今後も、この制度を
活用し、地域におけるエネルギーの有効利用を一層進めます。

家庭でのスマートな節電を実現するため、都は、太陽光の発
電量や使用電力を「見える化」し、家電の効率的な運用を図る機
器である「HEMS」や、電気自動車の蓄電機能を活用する「ビーク
ル・ツゥ・ホーム」システムによる、電力の最適制御の普及促進に
向けた取り組みを検討します。

エ ネ ル ギ ー 施 策

家庭の電力最適制御の普及促進策を検討

集中豪雨対策で河川整備水準を引き上げ

景気雇用対策、防災対策、　　　　　被災地支援の充実を！！
東京都議会第4回定例会（平成24年11月30日～12月6日）における都議会公明党の代表質問を特集しました。


